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減損損失の戻し入れをめぐる企業の諭理
一なぜ、 特定の企業は戻し入れを肯定するか
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要 約

本 稿 の目 的 は、 減 損 会計 に お け る 減損 損 失 の 戻 し入 れ を め ぐ る経 営
者 の モ チ ベー シ ョ ン を解 明 す る こ と

で あ る。 ア メリ カ ＦＡＳＢの 会 計 墓 準 設 定 プロ セ ス で は、 ある 特 定 の 企 業 は減 損 の 戻 し 入
れに 対 して 肯 定 的

で あ る の に 対 して、 他 の企 業 は そ れ に否 定 的 で あ った。 そ の 理 由 や背 後 に あ る論 理 的 な メ カ ニ ズム を、 基

準 設 定 過 程で 寄 せ ら れ たコ メ ン トレ ター と そ の 回 答 企業 の 財 務 デ ータ を 用 い て分 析 す る。

本 稿 の 主 な発 見 事 項 は 次 の と おり で あ る。 戻 し入 れ を 肯 定 する 企 業 は、 （ａ） 減 損 を 比 較的 早 期 に 認 識 し

よ う と す る 傾向 があ る、 （ｂ） 経 済 実 態 を 適正 に 反 映 し た 業績 測 定 を 志 向 して お り、 と り わ け電 力 会 社 は 料

金 設 定 を め ぐる 事 情 か ら そ の 傾向 が強 い、 （Ｃ） 総 資 産 に 占 める 有 形 固 定 資 産 の割 合 が 比 較 的 低く、 会 計 処

理 上 の 実 務 コス トや 戻 し 入 れに 伴 う 財務 的 影 響 が 低 いと 考 え ら れる。
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１． 問 題 提 起

わ が 国にお け る事 業用 資 産の 減損 会計 基準１）

には、 世 界的に みて特徴 的なルー ルが存 在する。

その１つが、 滅損処理を回 収可 能価 額の見積りに

もとづいて行う一方で、 その 回収可能価 額が回復

しても当初の減損損失の戻 し入れを禁止している

点で ある。 例え ばＩＡＳＢの基準 では、 わが 国と同

様に減損処理を回 収可 能価 額によっ て行うが、 そ

の見積りに変更 があった場 合には減損の戻し入れ

を 要 求 し て い る ２）。

わが国で減損の戻 し入れが禁止されている理由

は、 第１に減損の存在 が相 当程度確実な場合に 限

って減損損失を 認識・測 定することと しているた

め、 第２に戻 し入れは事務的負担を増 大させるお

それがあるためと されている３）。 基準設 定プロ セ

ス における議事録をみると、 とり わけ後者を考慮

することに対 して産業界 から強い 要望が数多く 寄

せ ら れ て い た こ と が わ か る ４）。

しか し、 実は産業界 から逆 に戻 し入れを要求し

得る論理があることを先 験的に示 していた国があ

る。 アメ リカ で ある。１９９５年 に滅 損 会計 基準 を

導入 したアメリカ に目を転 じてみる と、 この戻し

入れをめ ぐる 論議 はより 複雑 であっ た。 その基準

設定 プロセスで は産業界 のなかでこの争点に関し

て見解が２ 分していた のである。

そこで本稿 は、 当 時のアメリカ で産業界からも

減損の戻 し入 れを肯 定する声 が寄せられていた事
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実に着目 し、 いったいな ぜある特 定の企業が戻し

入れを要求 したかについて 論理を解 明する。 その

基準 設 定プロ セス で寄 せ られた コメ ン トレタ ー

（ＣＯｍ ｍｅｎｔ１ｅｔｔｅｒＳ） を 入 手 ・ 分 析 し、 あ る 特 定 の

企業が戻 し入れを要求 した 論理 につい て財 務デー

タな どの 他の 情報 を活用 しなが ら議 論を 展開 す

る
。

２． 先 行 研 究

減損の戻し入れをめ ぐる経営者のモチベー ショ

ンを直接 的に扱った先行研究は存在 しないが、 関

連する ものとしてイ ギリスやオース トラリアで行

われている 事業用 資産の上方への再評価をめ ぐる

研 究 が あ る ５）。 Ｂｒｏｗｎ，Ｉｚａｎ ａｎｄ Ｌｏｈ［
１９９２コ は オ

ース トラリア企業２００社の財 務データを用 いて検

証 し、 経営者 が再評価 を行うイ ンセンティ ブにつ

いて明 らかに した。 それは、 （１） 債務契約コスト

を抑制させる 目的から負債比率を下 げる ため６）、

（２） 規制当局な どによる 政治 的関心を抑制させる

目的か ら会 計利益を減少させるた め７）、 （３） 将来

利益が増加する見通 しを 株式 配当 によっ て株主に

伝達する慣例がある が、 その原 資となる剰 余金を

確保するため、 （４） テイ クオーバーを 回避する目

的から、 株主に資産価値の実態を伝達する ためで

あ る。

ま た、 Ｅａｓｔｏ叫 Ｅｄｄｅｙ ａｎｄ Ｈ 狐ｒｉｓ［１９９３コ は 再 評

価 を行 う理 由につ いて オース トラリ ア 企業８０社

の ＣＦＯ に 電 話 に よ る イ ン タ ビ ュ ー を 行 っ た。 単

数回答でもっとも多かった回答は 「真実かつ公正

な概 観を表示 するため」 であったが、 一方でこ れ

は真の動 機を隠すための表向きの回答である疑い

が残った。 そこで彼らは、 複数回答と した場合に

次に多く 聞かれた債務契約コス トの抑制とテイク

オーバーの 回避という 理由が有力な動機であると

して解釈 した。

先行研究の検証方法 は、 論理的な推 論から導い

た仮説を定量的 データによって 検証する か、 ある

いはモチベーショ ンに関する経営者の 発言を直接

的に記述するかのいず れかである。 本稿の ねらい

はこ れ ら２つ のア プロ ーチ を統 合する こ とであ

る。 会計基準設定過程におけるコメ ントレター を

活用 して経営者の発言を抽出するとともに、 そう

した発言、 ある いはその背後にある論理を産業特

性や財務 データの 分析を通 じて 裏付 ける８）。

ま た、 本稿の分析では、 戻 し入れに対 して否定

的な経営者の回答もとりあげる。 そこでは、 先行

研 究の蓄積 が少ない資産再評価のディ スイ ンセン

ティ ブに関する論理もあわせて示すことになる。

３． 戻 し入れ をめぐる諭点 とコメ ン トレ

ター

本稿 が 分析 する 対 象 は、 １９９０年１２月 にＦＡＳＢ

が公表した討議資料 「『長期性資産と識別可能な

無形資産の減損に関する 会計』 をめぐる 論点の分

析」 （ＦＡＳＢ［１９９０］） と、 そ れに 対 して 寄せ ら れ

た コ メ ン ト レ タ ー （ＦＡＳＢ［１９９３］） で あ る。 討 議

資料では減損の測定、 認識、 開示 に関する 議論が

展開され、 そのなかに減損の戻 し入 れに関する 論

点が含まれている。 すなわち、 滅損処理後 に資産

価値が上昇 し、 その測定属性が新 しい簿価を超過

した場合、 その上昇を当該資産の簿価の回復と し

て認識するべきか否かである９）。

コメ ン トレタ ー は討 議資料 の 公表か ら翌１９９１

年 ５月３１日までの約半年間にわたっ て合計１４６通

寄せ られた１０）。 この数はＦＡＳＢに寄せられた回答

数と してお よそ平均的であるとみてよい１１）。 回答

者 の 属性 は、 事 業 会社 が１０７通 （７３％）、 会計 士

１８通 （１２％）、 学者５通（３ ％）、 国営会社３通 （２

％）、 そ の 他 １３ 通 （９ ％） で あ る
１２）
。 こ の う ち 本

稿が着目するの は事業会社 である。 ただし、 分析
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で は財務 デー タを活用 するため、 当時のアニュア

ル レポー トが入手できない企業と産業団体は分析

対象 から除外する１３）。 その結果、 分析対象とする

コ メ ン ト レ タ ー は ９２ 通 で あ る。

４． 回 答 内 容

９２通 の 回答内 容 は、 減 損の戻 し入れ を要 求 し

てい るの が３４通 （３７％）、 禁止 すべき と して いる

のが５０通 （５４％） であっ た。 残りは前提条件に依

存するために特定 でき ないとする 回答と無回答の

そ れ ぞ れ ４ 通 で あ る１４）。 以 下、 各 理 由 に つ い て 記

述 す る。

まずは戻 し入 れを 禁止する 理由の要点を簡単に

整理す る。 「戻 し入 れを行え ば利益 の変動性 が増

し、 それは当初の減損処理 に対 する 信用 を失い、

財務諸表の信頼性 が損 なわれる」、 「戻 し入れを行

えば未実現利益を計上すること になり、 原価主義

からの乖離につな がる」、 「偶発利得や 低価 主義と

の整合性を保つべきである」、 「利益調 整の余地を

与えることから実務の乱用につ ながる」 な どが代

表的な内容である。

そ れでは、 戻 し入れの 要求理 由をみて いこう。

各回 答に つい て理 由に 関す る記 述を 一文 ずつ 抽

出・分類し、 表１の左列に要約 した （なお、 右列

は戻し入れ禁止理由）。

もっ とも 典型 的な 回答 は、 例 え ばＩＢＭ 社か ら

寄せられた以下のようなものである。

「減損の測 定は、 事 象や環 境の発 生可能 性

とその減損の金額に関する見積りに 依存 して

い ま す。 し た が っ て、 も し こ れ ら の 見 積 り が

変化したなら、 経営者に当該資産の簿価を 適

正な価値に修正するよう認める必要 があると

考えられます。」

σ ∫ ∫ｍ 肋，
〃 ｅｍσκｏｍＺ 肋 ∫クｍｅ∫∫ Ｍ６一

ｃ〃ｍ∫Ｃｏゆ）

この コメ ントの主張は、 滅損処理は見積りに依

存 しており、 その改訂も認識する方が情報と して

有用 である という ものである。 こう した内容は合

計２１通 （６２％） にみられた。 また、 基本的にはこ

れと同様の 主張である ものの、 より具体的な根拠

を記述 している コメ ントもある。 代表的なものと

し て、 サ ラ ・ リ ー 社 （食 品 会 社）、 コ カ ・ コ ー ラ 社、

ガ ル フ ・ ス テ ー ト ・ ユ ー テ ィ リ テ ィ ー 社 （電 力 会

社） の３社を取り 上げる。

「簿価 切り下 げの戻 し入れ は、 資産価 値を

表示 し、 現在の財 政状態 と将来の営業成績を

忠実に示す唯一の 方法である と思われます。」

（肋 んｍａ α 肋ｄｅｍαｃ伽 ∫α”α工ｅｅＣｏ狙）

「減損 による簿 価切り 下げは、 それを測 定

した時点でわかっていた 事実と状況にもとづ

いた見積りであり、 後 にそう した事実と状況

に変化が生 じれば、 ちょう どその不利 な変化

を認識するのと同様に、 有利 な変化 も認識す

べきです。」

（Ｐα炉 肋 Ｍ１ 肌 肋 αｍ／ Ｃｏｃ”ＣｏＺα Ｃｏ．）

「簿価の 戻し入 れを行 わなけ れば、 歴史 的

原価にも経済的価値にも、 いず れにももと
づ

かない 財政状 態を報 告するこ とにな ります。

そこでの簿価に関する基礎は、 す でに誤っ て

いることが知られている古い見積り にす ぎま

せ ん。」

（３ｏ伽 ㎜Ｚ伽 Ｇ 〃∫枷ｅ∫ 醐Ｚクあｅ∫Ｃα）

サ ラ ・ リ ー 社 の コ メ ン ト の 要 点 は、 戻 し 入 れ が

表現の忠実性の改善につながると している点 であ

る。 逆に、 戻し入れを禁止すると財政状態の過少
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表示と将来利益の過大 表示を引き 起こし、 経済的

実態を適切に反映させること に失敗する という こ

とが含意されている。 こう した 表現の忠実性につ

いて明記された回答は合計 で９ 通 （２６％） あっ た。

コカ・コーラ社は、 財務 諸表に見積 りを反映さ

せるのであれば上下方向ともに対称的に行うべき

ということを明記 している。 い わば会計処理の一

貫性について指摘 したものとい える。 このよう な

コ メ ン ト は、 合 計 ４ 通 （１２％） あ っ た。

ま た、 ガ ル フ ・ ス テ ー ト ・ ユ ー テ ィ リ テ ィ ー 社

は、 戻 し入れを行わないこと により 簿価 が歴史的

原価にも経済的価値にも属さ ないこ とにつ ながる

点を指摘 した回答である。 こう したいわば簿価の

意味や資産概念の整合性について触れた回答は合

計で４通 （１２％） あった。

以 上の コメ ン トにみ る主 張内 容 はさ しあた り

「表現の忠 実性」、 「会計処 理の一貫 性」、 「概 念の

整合性」 と してまとめておこう。

続 い て、 以 上 と は 内 容 が 異 な る コ メ ン ト
と し て、

ア ル ミ ニ ウ ム 製 品 を 供 給 す る ア ル ミ ニ ウ ム ・ カ ン

パ ニ ー ・ オ ブ ・ ア メ リ カ 社 と、 小 売 業 を 展 開 す る

セーフウェイ社の回答 がある。

「将来 に簿価の 修正 が行えな い場合、 経 営

者は減損が永久的 であると確 証するま で減損

を認識 しないという状 況が起こり 得ま す。 簿

価を修正する指針 があ れば、経営者は早期に、

そ して 白発 的に 減損 を 認識す る と思 われ ま

す。」

（肋 ｍｅ∫Ｃ∫ 〃 〃ｍ伽 〃〃ｍクｍｍ Ｃｏ妙αｍツ

ゲ λ ｍｅ７クｃα）

「弊社 の見解に おいて、 減損損 失の測定 と

認識に関する一般に 認め られた 会計原則 は、

経営者が保守的な処理を行うように助長する

ためのものであります。 この場合、 資産の減

損損失について増加と減少の両方の変化 を認

める方が、 そのね らいを達成する可 能性 が高

くなると考え られます。」

（Ｄｍ”∫ ＤＯｍｅ伽 ∫枇〃ψ 〃♂）

これらのコメ ントは、 滅損の早期 計上を促すた

表１ 減損の戻 し入れ に関する回 答理由

要 求

理由に関する記述あり

・見積り改訂の認識は有用

・ 表 現 の 忠 実 性

・会計処理の一貫性

・資産概念との整合性

・減損の早期認識（保守的な処理）

・ 費 用 収 益 の 対 応

・他の会計処理との整合性

（有価証券）

・公正価値評価への支持

理由に関する記述なし

２４ （ ７１％）

２１ （ ６２％）

９ （ ２６％）

４ （ １２％）

４ （ １２％）

４ （ １２％）

１ （ ３ ％）

１ （ ３ ％）

１ （ ３ ％）

１Ｏ （ ２９％）

合 計 ３４ （１ＯＯ％）

禁 止

理由に関する記述あり

・ 利 益 変 動 の 増 大 お よ び

当初の減損処理の信頼性低下

・ 原 価 主 義 か ら の 乖 離

・他の会計処理との整合性

（偶発利得・低価基準）

・ 利 益 調 整 を め ぐる 乱 用

・ 実 施 す る 状 況 は 生 じ な い

・ 保 守 主 義

・安易な減損認識の回避

・実務の複雑化の回避

理由に関する記述なし

４２ （ ８４％）

２２ （ ４４％）

２２ （ ４４％）

１７ （ ３４％）

１３ （ ２６％）

８ （ １６％）

５ （ １０％）

２ （ ４ ％）

１ （ ２ ％）

８ （ １６％）

合 計 ５０ （１００％）

＿ ４８ ＿



減損損失の戻し入れをめぐる企業の諭理 （川島）

めに戻 し入 れを要求しており、 保守的な会計思考

にもと づいて いる と捉えることもできる。 こう し

た記述を含 んだ回答は合計で４通 （１２％） あっ た。

最後に、 タッパー 製品を供給するプレマーク・

イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 社 の コ メ ン ト を 引 用 す る。 同

社は、 費用収益対応の 観点から次のよう に記述 し

て い る。

「弊社 は南アメリ カに 工場を 保有 し、 ６年

前に簿価切り下 げを 実施しま した。 経済状況

が変化 した結果、 当初の見積 りに比べて現在

では生産能力が改善 しておりま す。その結果、

費用収益の適切な対応が図れなくなりまし

た。 弊社は価値の上昇 に伴う 簿価切 り上げを

実施 し、 それにより利得 を認識しましたが、

営業成績は収益と簿価のより 適切 な対応が図

れております。」

（児０６ｅ竹 凧 励 惚Ｚｍφ。Ｐｍｍ 励 〃広ｅｍ俳

肋ｍＺ）

以上が戻 し入れを要求する理由と して記述され

た 主 な コ メ ン ト で あ る。

５． 回 答 パ タ ー ン

それでは、 事業会社のなかでも減損の戻 し入れ

をめ ぐり意見が対時するのはなぜ か。 以 後３つ の

セクシ ョンではこ の点 につ いて 議論を展 開する。

ここで は、 引き続 き討議 資料 （ＦＡＳＢ［１９９０］） を

用 いて回答企業が滅損の戻 し入 れ以 外の 論点につ

いて どの ような見 解を示 している かに着 目する。

討議資料には、減損の戻 し入れの他に減損の測定、

認識、 開示に関する論点が含ま れている。 これら

の論点に対するス タンスと減損の戻 し入 れに関す

る 見解との関係を明らかにすること がここ でのね

ら い で あ る。

着 目する 討議資 料の論点 は次のとお りである。

滅損の測 定につ いては、 減損を測定する際に どの

測定属性をもっ て資産を測定すべきか（論点１）、

減 損の認 識につい ては 論点１．１で
定め られた測 定

属性が簿価を下 回る 場合、 どのよう な規準をもっ

て当該差額を損失として認識すべきかである （論

点３）。 また、 減損の開示については、 減損処理に

ついて どのような情報を開示すべきかと（論点５）、

潜在的な滅損を経営 者が認知 している場合に どの

ような情報を開示すべき かである （論点６）１５）。

各論点に対する回 答と戻 し入れに関する回答と

の関係 は、 表２ のクロス 集計 表のとおり である。

戻 し入れに関する回答と有 意な関係 がある のは、

減損の認識に関する 論点３ である。 減損の認識に

ついてもっとも慎重な立場をとる代 替案は永久規

準である１６）。 戻 し入 れを 禁止す べき だとしている

回答は５０通のうち１８通 がこ れを支持している が、

戻 し入れ を要求 して いる回 答で は３４通のう ち わ

ずか２通である。

こ の こ と は、 多 少 の 飛 躍 は あ る け れ ど も、 戻 し

入れを禁止すべきだとする企業 は減損の 認識に対

して慎重な姿勢をとる可能性を示 唆している。 あ

るいは、先 にみ た戻 し入れの要求理由のなかには、

減損を早期に認識する効果について言 及している

ものがあった。 これとあわせて解 釈す れば、 逆に

戻し入れを要求する企業は滅損の 認識に対 して積

極的な傾向がある可能性を示唆 しているよう でも

あ る。

一方、 滅損の測定や開示に関する 論点 につい て

は戻し入れに関する回答と統計上の有 意な関係 は

み ら れ な か っ た。 こ の こ と は、 戻 し 入 れ に 対 す る

ス タ ンス と減 損の 測定 方法、 ある い は開示 の 質

的・量的な内容に関するスタ ンスと は関係 しない

こ と を 示 し て い る。

一 ４９一
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表２ クロス 集計表とＸ
２検定

論点７：減損の戻し入れ

要求 禁止 合計

諭点１：減損の測

資産をどの測定属性によって

測定するべきか

ａ． 将 来 ＣＦ の 現 在 価 値

ｂ． 将 来 ＣＦ の 総 和

Ｃ． 市 場 価 値

不 特 定 ・ そ の 他

１０（４０％） １５（６０％） ２５

２２（５０％） ２５（５０％） ４７

１（１００％） ０（Ｏ ％） １

１ １０ １１

諭点３：減損の認識

簿価が測定属性を上回る場合、

どの規準によりその差額を損失

として認識すべきか

ａ． 経 済 規 準

ｂ． 永 久 規 準

Ｃ． 確 率 規 準

不 特 定 ・ そ の 他

２（５０％） ２（５０％） ４

２（１０％） １８（９０％） ２０

３０（５６９６） ２４（４４９６） ５４

０ ６ ６

諭点５：減損の開示

財務諸表の注記にはどのような

情報を開示すべきか

ａ． 不 要

ｂ． 事 象 環 境 な ど

Ｃ． 測 定 の 仮 定

不 特 定 ・ そ の 他

１（２５％） ３（７５％） ４

２４（４３９６） ３２（５７９６） ５６

７（４４％） ９（５６％） １６

２ ６ ８

論点６：潜在的減損の開示

潜在的な減損が発見されている

場合、 財務諸表の注記にはどの

ような情報を開示すべきか

ａ．
不 要

ｂ． 事 象 環 境 な ど

Ｃ． 測 定 の 仮 定

不 特 定 ・ そ の 他

９（３３％） １８（６７％） ２７

１７（４７％） １９（５３％） ３６

１（５０％） １（５０％） ２

７ １２ １８

合 計 ３４（４０９６） ５０（６０９６） ８４

（注） 論 点 ７ に 対 す る 回 答 の う ち、 不 特 定 ・ 無 回 答 の ８ サ ン プ ル を 除 外 し て い る。

（独立性のκ
２検定）

Ｎ κ
２値 自由度 有意確率

諭 点 １ ７３ １
．
５３４ ２

諭 点 ３ ７８ １２
．
３８８ ２

諭 点 ５ ７６ ０
．
５１１ ２

論 点 ６ ６５ １
．
２８６ ２

（注） 各論点に対する不特定・その他回答を除外して検定している。

Ｏ
．
４６４３

０
．
００２０

０
．
７７４６

０
．
５２５６

６． 産業特性

滅損の戻し入れをめぐる回答を産業別に分析す

る。 表３は産業別の回答 分布 である。 この表で着

目する点は２つある。 １つ は、 回答数がもっ とも

多い 産業 は電 力業 で あり、 その 電力 業に おけ る

７６％の 企業は戻 し入 れを要 求 して いる点 である。

いま１つは、 次いで回答 数が多い産 業は石油業と

ガス 業であり、 それらは電力業と 同様に規制産業

でありながら、 対称的にその ほと んどが戻し入れ

を否定 している点である。

それではまず、 なぜ電力会社 は戻 し入れを要求

しているか。 電力業ではサ ンプル企業 の他に業界

団体からもコメ ントが寄せ られている。 その１つ

であるエジソ ン電力協会の 回答の なかに、 この問

題を解く手がかりとなる記述 が含ま れている。 同

協会は戻 し入れを要求 しており、 その 理由として

表現の忠実性の改善な どをあ げたう えで、 最後に

次の一節を付け加えている。

＿ ５０ ＿



減損損失の戻し入れをめぐる企業の論理 （川島）

「電力 業に おいて、 減損の 回復
を 禁止する

ことは、 財務諸表のミスリー ディ ングを招く

だけではなく、 経済的な悪影響をもた らす 可

能性があ ります。… （中略）… 規制 当

局は簿価をべ一スに電カ レー トを 決定しま す

表３ 産業別の回答分布

無回答
要求 禁止 合計

不特定

が、 戻し入れを認めない場
合、 過大なリター

ンをべ一スにレート決定が行われることにな

ります。」

（児０６ｅ竹工．Ｂｍｍノ 〃５∫０ｍ 肋Ｃ切Ｃ 伽広
舳ｅ）

１ 建設

２ 食品

３ 化学

４ 医薬品

５ 石油

６ 窯業

７ 鉄鋼

８ 非 鉄 ・ 金 属

９ 機 械 ・

１０ 電気機器

１１ 自動車

１２ 輸送用機器

１３ 小売業

１４ 銀行

１５ 証券

１６ 保険

１７ 不動産

１８ 通信

１９ 電力

２０ ガ ス

２１ サ ー ビ ス

２２ コ ン グ ロ マ リ ッ ト
＊

１

２

１

１

２

０

１

１

３

１

１

０

１

３

１

１

０

１

１３

０

０

０

１

３

２

７

１１

１

０

０

０

２

１

２

１

３

０

０

０

４

３

６

１

２

３

５

３

８

１４

１

１

１

３

３

２

２

２

６

１

２

１

５

１７

９

１

２

合計 ３４ ５０ ８ ９２

＊コ ン グ ロ マ リ ッ ト は、 ５ つ 以 上 の 異 業 種 事 業 か ら

構 成 さ れ る 企 業 と 定 義 し た。 ゼ ネ ラ ル ・ エ レ ク ト リ

ッ ク 社 と ユ ナ イ テ ッ ド・ テ ク ノ ロ ジ ー 社 が こ れ に 該

当 す る。

一般に、アメリカ の公益事業会社では収益が「営

業費用十減価償却費十税金十資本利益率Ｘ基準 資

産額」という算式に したがって設定されている
１７）
。

減損の戻 し入れを行う場合、 その簿価 の増 額分
だ

け後の減価償却費は増額する。 したがっ て、 戻し

入れを行う方がそれを行わない場合に比べて収益

が増額する。 逆に戻 し入れを行わないと滅価償却

が十分に実施さ れず、 資産の再調 達に困難をきた

す。 こう した意 味にお いて経済的な悪影響をもた

らすこと が含 意されているよう である。 このよう

に、 電力 会社 が戻 し入れを要求する背景に
は、 規

制当局 による 料金設定をめ ぐる事情が存在 してい

ると 考えられる。

それでは次に、 一方の石油・ ガス産業はなぜ戻

し入れを否定しているか。 コメ ン トレターに書 か

れた記述をみると、 その理由と してもっとも多く

みら れた のは利 益 変動 が増 大する こ とへの 懸 念

である１８）。 そう した変動性の増大 は当初の 減損 処

理に対する信頼性を低下させ、 ひいて は実務の乱

用 につながり得ると主張さ れている。

実 際に１９８６年 か ら１９９０年 ま での５年 間、 す な

わちコメ ントレター が提 出さ れる 直前の５年間に

つ い て、 売 上 高、 純 利 益、 営 業 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー

の変動を電力業と石油 ・ガス 業とで比較してみる

表 ４ 業績 変動の比 較１平均 値

電力
１６社

石 油 ・ ガ ス 差 の 検 定

１９ 社 ｔ値

売上高標準偏差 １８４

純利益標準偏差 １０６

営業ＣＦ標準偏差 １１８

２６３７ － ２，９５６
＊＊＊

５５３ － ２
，
６７９

＊＊

４４４ － ３
，
２０１＊＊＊

舳＊ 有 意 水 準 １ ％、
＊＊ 有 意 水 準 ５ ％、 両 側 検 定。

＿ ５１ 一
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と、 い ず れの変 数も 石油 ・ ガス 業 が有 意に 高い

（表４）。 この ことから、 業績変動の水準が、 同 じ

規制産業 でありながら電力 業と石油・ ガス業で戻

し入 れに対するスタ ンス を分ける有力な説明要因

となっていること が考 えられる。

７、 財務 データ分析

全サンプルを用いて回答企業の財務的特徴を分

析 す る。 た だ し、 銀 行、 証 券、 保 険 に 属 す る 企 業

と、 それ以外の産業における無回答企業は 分析対

象 か ら除 外する。 そ の結 果、 分 析対 象企 業は７６

社 である。 分析に用 いるデータはコメ ントレター

が提出さ れた 直前の１９８６年か ら１９９０年ま での５

年 分 と し、 ア ニ ュ ア ル レ ポ ー ト か ら 直 接 入 手 し た。

分析は２つの段 階を踏む。 まず、 すべての分析

サ ンプルを対象 に、 戻 し入れ要求サンプルと禁止

サ ンプルの平 均値を 比較する （分析 １）。 た だそ

の場合、 戻 し入 れ要求サ ンプルのお よそ半数は電

力会社であり、 電力業の業種特殊 的な要因が強く

影響する可能性がある。 そこ で次に、 同様の分析

を戻 し入れ要求サンプルから電力業を 除外 した場

合 につ いて行う （分析２）。

表５は主 要な財 務比率を比 較 した 結果であ る。

分析１で有意な差がみられるのは売上高成長率で

あり、 戻 し入 れを 要求する 企業の方が低い。 その

他、 ＲＯＡ や純利 益成 長率と いっ た業績 あるい は

その傾向を示す指標 は、 統 計的に有 意ではないも

のの戻 し入れを要求する企業の 方が低 い。 この結

果に対する１つの解釈は、 戻 し入 れを要 求する 企

業は業績が比較的停滞 しており、 そのため一 時的

な増益材料として戻し入れを活用する機会を保持

しよう とするイ ンセンティ ブが働いているのかも

し れ な い、 と い う も の で あ る
１９）
。

一 方、 電力 業を除外した分析２では、 総資産に

占める有 形固定資産の比率に有意な差がみられ、

戻 し入 れを 要求する 企業の方が低い。 これは２つ

の可能性を示 唆して いる。 １つ は有形固定資産の

割合が大きい企業ほ ど戻 し入れに伴う 実務コス ト

負 担が大きく、 戻 し入 れに対 して否定的になる こ

とである。 いま１つは、 有形固 定資産の割 合が大

きい企業ほ ど戻 し入れの財務的影響 度が大きく、

表５ 回 答企業の 財務デー タ１平均 値

分 析 １：全 サ ン プ ル 分析２：電力業を除く

要求 禁止

２９社 ４７ 社

差の検定 要求 禁止

ｔ値 １６社 ４７ 社

差の検定

ｔ値

流動比率

株主資本比率

有形固定資産／総資産

ＲＯＡ （３年平均）

ＲＯＳ （３年平均）

売上高成長率 （５年）

純利益成長率 （５年）

営業ＣＦ成長率 （５年）

売上高標準偏差 （５年）

純利益標準偏差 （５年）

営業ＣＦ標準偏差 （５年）

１
，
２６５

，
４５４

，
５４９

，０４６

．
０８２

１
，
１９９

．
８３０

１
．
２６４

１３７５

３０２

３０４

１
，
３２７

，
３７３

，５
０６

，
０５７

．
０６９

１
．
３８７

１
．
１１４

１
．
２９６

２２５４

４２７

４４５

一
．
２６９

１
，
６２２

，
７９４

－１
．
１３３

１
，
０９３

－２
，
２３８＊＊

一
．
９２９

一
．
１６３

－１
，
５３８

－１，０２０

－１
．
１３７

１
．
５２１

０
．３
００

０
．
３６５

０
．
０５２

０
．
０６０

１
．
２８６

０
．
９４３

１
．
４９４

２３５０

４６８

４６５

１
．３６４

０
．
３５５

０
．
４９１

０
．
０５７

０．０６３

１
．
４０６

１
．
１１１

１
．
３１８

２３９２

４５０

４６８

．
５０４

－１
，
１０５

－２
，
０９６＊ ＊

一．３０７

一
．
２０３

一
．
９２２

－１
，
０７０

，
６６７

一
．
０５１

，
０９６

一
．
０１６

（注） 流動比率、 株主資本比率、 有形固定資産／総資産の各指標は１９９０年のものである。 その他の指標につい

て は １９９０年 か ら さ か の ぼ っ た 括 弧 内 に 示 す 期 問 の も の で あ る。
＊＊ 有 意 水 準 ５ ％、 両 側 検 定。
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そう した企業は戻し入れに伴う財務的変動を 回避

しよう としていることである。

その他の変数については有意な差 がみ られなか

っ た。 とりわけ、 戻し入れは株主資本を増額させ

る 効 果 を も ち、 Ｂｒｏｗｎ，Ｉｚａｎ ａｎｄ Ｌｏｈ［１９９２１
を は じ

めとする 先行研究はこれまで債務契約コス トを抑

制させるという理由で株主資本比率が低い企業ほ

ど事業用資産の上方への再評価が行われる傾向を

発見 してき た。 これらの研究と一貫 して本分析 で

も戻し入れを要求する企業の株主資本比率は相対

的に低い が、 統 計的な有意性はみられなかった。

８． 結 諭

ＦＡＳＢ に 寄 せ ら れ た コ メ ン ト レ タ ー に よ れ ば、

ある特定の企業 が滅損 の戻 し入れを要求する理由

は、 表現の忠実性、 会計処理の
一貫性、 概念の整

合性、 保守的な会 計処理といっ た観点にもと
づく

も の で あ っ た。

討議資料の他の 論点 に対する回答との関連をみ

ると、 戻 し入 れに否 定的な企業はそもそもの減損

の認識に対 して比較 的慎 重である傾向が示唆され

た。 これはまた、 戻 し入 れの要求理由に関する記

述とあわせて考えると、 多 少の飛躍は認めるもの

の、 戻 し入れを要求する企業 は減損の認識に対 し

て積極的である可能性をも示 唆している。

特定の企業が戻 し入 れを 要求する 背景には業種

特殊的な要因もあった。 電力 会社 では規制当局に

よる料金設定が貸借対照表上の資産簿価とその減

価償却費に影響を受けるため に、 戻 し入れを行っ

た方が自社に有利になると考 えられている よう で

ある。 また、 同 じ規制産業 であっ ても業績の変動

性が大きい石油・ ガス産業 では、 その変動性の増

幅を回避するために戻 し入 れに対 して否定的な姿

勢がとられていた。

また、 戻 し入れを要求する企業 はそれに否定的

な企業 に比べて 売上高成 長率が有 意に低 かった。

その他、統計 的な有 意性は得られなかったものの、

ＲＯＡや 純利益 成長率 といっ た業績 あるい はその

傾向を示す指標も低かった。 こ れらをあ わせて考

える と、 戻し入れを要求する企業の背景に は、 戻

し入れを増益材料として活用する機会を保持して

お こう とする経営者のモチベーショ ンが見え 隠れ

している よう にも映る。

さ らに、 戻し入れを要求する企業のおよそ半 数

を 占める 電力 業を除外すると、 戻 し入れを要求す

る企業は総資産に占める有形固定資産の割合が有

意 に低 かっ た。 このことは、 戻 し入れを実施する

こと に伴う 実務コス トや財務的影響度の低さが戻

し入 れをめ ぐる 経営者のイ ンセンティ ブに影響を

与えている ことを示唆している。

以上の結 果から導かれる重要なイ ンプリケーシ

ョ ンの１つ は、 企業に減損処理を促す場合、 戻 し

入 れを 認めた 方がその目的が達成される可能性が

高いということ である。 とく にわが国のように不

況時に滅損 会計を導入する場合、 業績不振に陥っ

た企業を中心 に減損処理を躊踏するケースがあら

われる。 そう した傾 向は、 減損の戻し入れを禁止

することでいっそう 強まる ことが予想される。 な

ぜなら本稿の 分析結 果から、 経営者は減損が永久

的であると確証するま で減損の認識をためらうこ

とが予想さ れる からである。 他の条件が等しいと

すれ ば、 む しろ戻 し入 れを認める 方が、 結果的に

減損の早期認識を促す結 果につ ながり得る。

一方、 本稿にはいま だ課題も残されている。 第

１は財務 データ分析にお ける 検証方法の改善であ

る。 本稿での実証結果 は財務 デー タの平均 値に大

き な 差 が な く、 ｔ値 も 低 い。 し た が っ て、 財 務 デ

ータ の 選択 につい て は再考 の余 地 が残さ れて い

る。 また、 そもそも平均値の差 の検定だけで経営

者のモチベーショ ンを解明 しよう とする ことにも

限界があり、 プロ ビッ ト分析を はじめ とする 他の

＿５３ ＿



● 現 代 デ ィ スク ロ ー ジ ャ ー研 究 ● ２００４ 年 ９ 月 Ｎｏ．５

手法 を併用 して再検証する必要がある。

第２は結果に対する解釈がいまだ不十分な点で

ある。 例 えば、 先行研究では株主資本比率が低い

企業 ほど債 務契約 コス トを抑制させる目的か ら上

方 への再評価 を行う という 結果が示 されて いる。

こ れに対 して、 本稿の分析結果は決 して矛盾する

もの ではなかっ たものの、 統計的な有意性はみら

れなかった。 こ のこと自体は１つの重要な事実で

ある が、 本稿 ではその結果に対する解釈について

十分な議 諭を展 開していない。

第３は研究 の拡 張機会についてである。例 えば、

減損の戻 し入 れを要求することは、 企業と投資家

における情報の非対称性を抑制させる試みとして

解 釈 す る こ と も で き る。 こ れ に 関 連 し て、 Ｂａｒｔｏｖ

ａｎｄＢｏｄｎａｒ［１９９６１は情報の 非対称性 が大きい企業

ほ ど情報量が多い会計手続きを選択することを実

証 している２０）。 彼らは情報の非対称性の変数と し

て株式取引高とＰＢＲ（株価／１株当たり純資産

簿価） を用いており、 本稿でもそれらの変数と減

損の戻 し入 れをめ ぐる 企業のス タンスとの関係を

検証すること ができる。 これらの点を踏まえて、

減損をめ ぐる 経営者 のイ ンセンティ ブの実態をよ

り精綴に解明するこ とが今後の課題である。

＊ 本 稿 は、 一 橘 大 学 大 学 院 商 学 研 究 科 を 中 核 拠 点
と した ２１世 紀

ＣＯＥ プ ロ グラ ム （「知 識・ 企 業 ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン の ダイ ナ ミ

ク ス」） か ら、 若 手 研 究 者 ・ 研 究 活 動 支 援 経 費 の 支 給 を 受 け て

進 め ら れ た 研 究 成 果 の 一 部 で あ る。 同 プ ロ グラ ム か ら の 経 済

的 な 支 援 に こ の 場 を 借 り て 感 謝 した い。

《注》

１） 企業会計 審議会 「固定資産の 滅損に係る会計基 準の設定に

関 す る 意 見 書」 （２００２年 ８月） を さす。

２） な お、 アメ リ カ 基 準 で は 減 損 の 戻 し 入 れ が 禁 止 さ れ て いる。

しか しアメ リカでは再投資 を擬制した減損処 理が行われて

おり （回収可能価額ではなく公正価値まで切 り下げる）、 わ

が 国 やＩＡＳＢ と 会 計処 理 の 考 え 方 が 異 な る。

３） 上 掲 書 の 他、 ２０００年１０月 か ら２００２年 ６ 月 に か け て 合 計２５

回 に わ た っ て 開 催 さ れ た 企 業 会 計 審 議 会 ・ 固 定 資 産 部 会 の

議 事 録を 参 照。

４） 例 え ば、 新 日 本 製 鐵 ㈱ 財 務 部 決 算 グ ルー プ リ ー ダ ー （現、

企 業 会 計 基準 委員 会 委 員）・都 正 二氏 は、 企 業 会 計 審 議 会 第

５ 回 固 定 資 産 部 会 （２００１年 ２ 月２３日） で 次 の よ う に 発 言 し

て いる。 「実 務 的 に 考 え ま し て、 一 度 減 損 した も の を、 と く

に長期 に存 続する 資産でありますと、 （中略） その資産だけ

は （減 損 の） 兆 候 で は な く て、 実 際 に キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー が

ど の 程 度 回 復 した か 毎 期 毎 期 追 い か ける こ と に な り、 実 務

的に不可能 であると思います。」 （括弧内一筆 者）

５） 事 業 用 資 産 の 再 評 価 を め ぐ る 経 営 者 の イ ン セ ン ティ ブ に つ

い て は、 Ｌｅｏ，
Ｈｏｇｇｅｔｔ；㎜ｄ Ｒａ砒ｏｒｄ［１９９７］ に よ る レ ビ ュ ー も

参照。

６） こ の 他 に、 再 評 価 と 債 務 契約 費 用 の 抑 制と の 関 係 を 明示 した

研 究 と し て、 Ｗ 阯ｔｔｒｅｄ ａｎｄ Ｃｈ㎝ ［１９９２］，
Ｃｏｔｔｅｒ ａｎｄ Ｚ ㎞ ｍｅｒ

［１９９５］，Ｂ
１ａｃｋ，Ｓｅ

ｎｅｒｓａｎｄ Ｍａｎ１ｙ［１９９８］ を 参 照。

７） こ れは再評価に伴う当初 の簿価との差額 が損益計算書を通

さ ず に 資 本 の 部 に 直 接 計 上 さ れ る オ ー ス ト ラリ ア の 制 度 を

前 提 と し て い る。 そ こ で は、 後 の 滅 価 償 却 は 修 正 さ れ た 簿

価 を べ 一 ス に 行 わ れる た め、 後 の 利 益 が 減 少 す る。 し
た が

っ て、 上 方 へ の 再 評 価 は 利 益 滅 少 型 の 会 計 手 続 き と な る。

な お、 オ ー ス ト ラ リ ア にお け る 資 産 再 評 価 の 制 度 と そ の 会

計 数 値 へ の 効 果 に つ い で は Ｈｅｎｄｅｒｓｏｎ ａｎｄ Ｇｏｏｄｗｉｎ［１９９２］

に 詳 し い。 ま た、 再 評 価 と 政 治 費 用 と の 関 係 に つ い て イ ギ

リ ス 企 業 を 検 証 した Ｌｉｎ ａｎｄＰｅａｓｎｅｎ［２０００］も 参照。

８） コ メ ン ト レ タ ー の 分 析 を 進 め る に あ た っ て は、 アメ リ カ 会

計 基 準 設 定 プ ロ セ ス にお け る ロ ビ ー 活 動 を 詳細 に 分 析 し た

大 塚 ［１９９９］の 研 究 を 参 考 に して い る。

９） ＦＡＳＢ［１９９０］
，ｐａｒｓ．

１８４－１８６
．

１０） 分 量 は Ａ ４ サイ ズ の 大 き さ で ４ 冊、 す べ て の ぺ 一 ジ を 合 計

す る と お よ そ１
，
１００ぺ 一 ジ であ る。

１１） Ｔａｎｄｙａｎｄ Ｗｎｂｕｍ［１９９２］の 調 査 を 参 照。

１２） そ の 他 の 内 訳 は、 学 生 （７）、
非 営 利 組 織 （２）、 法 律 事 務

所 （１）、
一 般個 人 （１）、 不 明 （２） であ る。

１３） ア ニ ュ ア ル レ ポ ー ト が 入 手 で き な か っ た 企 業 は ５ 社、 産 業

団 体 は１０団 体 で ある。

１４） な お
、
戻 し入 れ を 要 求 し た 回 答３４通 の う ち、

そ の 修 正 は 滅

損 処 理 を 行 っ て い な か っ た と き に 付 け ら れて い た は ず の 簿

価 を 上 限 と す る べ き だ と 回 答 し て いる の が３１通（９１％）あ り、

そ の 他 に 「特 定 で き な い」 が ２ 通、 「無 回 答」 が １ 通 あっ た。

簿 価 修 正 の 上 限 は 不 要 と す る 回 答 は Ｏ 通 であ っ た。 し
た が

っ て、 戻 し 入 れ を 認 め た 場 合 の 上 限 に 関 す る 諭 点 に つ い て

は コ ンセ ン サ ス が 得 ら れ て い る。

１５） な お、 討 議 資 料 で は こ れ ら の 他 に、 減 損 の 有 無 の 判 断 は ど

の 程 度 の 頻 度 で 実 施 す べ き か （諭 点 ２）、 滅 損 が 認 識 さ れ
た

場合、 その減損は損益計算書でどのよう に報告すべきか（論

点 ４） に つ い て 取 り 上 げ ら れ て いる。

１６） 永 久 規 準 （ｐｅｍ ㎜ｅｎｃｅｃｄｔｅｈｏｎ） と は、 簿
価 が 測 定 属 性 を

超過 してもその状態が永久 に続くと判断される場 合にのみ

減 損 を 認 識 す る と い う も の で ある。ま た、経 済 規 準（ｅＣｏｎｏｍｉＣ

ＣｈｔｅｒｉＯｎ） と は、 簿 価 が 測 定 属 性 を 超 過 す る 場 合 は 無 条 件

＿ ５４ ＿
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か つ 即 座 に 滅 損 を 認 識 す る と い う も の で あ る。 確 率 規 準

（ｐｒｏｂａｂ㎜ｔｙｃｒｉｔｅｄｏｎ） と は そ れ ら の 中 間 的 な 規 準 で あ る。

す な わ ち、 簿 価 が 回 収 で き る 可 能 性 を ３ 段 階 （ｐｒｏｂａｂ１ｅ；

ｒｅａｓｏｎａｂ１ｙ ｐｏｓｓｉｂ１ｅ：ｒｅｍｏｔｅ） に 分 類 し、 可 能 性 が も っ と も

高 け れ ば 滅 損 を 認 識 し、
中 程 度 で あ れ ば 注 記 に よ る 開 示 に

と どめ、 そ し て 可 能 性 が 低 け れ ば 認 識 も 開 示 も 行 わ な い
と

す る も の で あ る。 確 率 規 準 に つ い て は 伊 藤１１９９６１第１１章 を

参 照。

１７） Ｗａｔｔｓ ㎜ｄＺｉｍｍｅｍａｎ［１９８６１．

１８） 石 油 ・ ガ ス 産 業 で 戻 し入 れ に否 定 的 な 回 答１７ 通 のう ち ７ 通

に み ら れ た。

１９） こ こ で は 国 際 会 計 基 準３６号 が 定 め て い る よ う に、 戻 し 入 れ

を 当 該 年 度 の 収 益 と し て 計 上す る こ と を 前 提 と して い る。

２０） 彼 ら の 研 究 を 要 約 し た 須 田［２０００］ も 参 照。 ま た、 こ れ と 関

連 す る 研 究 と し て Ｃｈｅｎ，
ＤｅＦｏｎｄ ａｎｄ Ｃｈｕ１［２００２］ が あ る。

彼らは当期 の利益情報が投資家 の期待形成に対 して有用で

な い 場 合 や、 将 来 利 益 の 不 確 実 性 が 大 き い 場 合 に、 経 営 者

は貸借対照 表の情報を自発的 に開示するという 仮説を証拠

と と も に 提 出 し て いる。
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